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令和７年度　再評価対象箇所一覧表　８月２６日審議箇所
［　県土整備部　砂防課　］

経過年数

（百万円） （百万円） （％） (R7.3現在)

用地補償費 用地補償費 用地補償費

工事費等 工事費等 工事費等

砂防えん堤1基 砂防えん堤0基

0.0% 340 195 57.4% （―）

16 16 100.0% 1.3

324 178 54.9%

砂防えん堤1基 砂防えん堤0基

0.0% 550 104 18.9% （―）

63 63 100.0% 5.4

487 41 8.4%

継続

現場発生土を現
場内で流用し、
残土処分費を削
減

R3 R10 52
長見寺洞

通常砂防事業
長見寺洞 瑞浪市

-

・全国的に局地
的集中豪雨によ
る被害が増加
・地元の事業促
進要望が強い

1
樫栃ヶ洞谷
通常砂防事業

樫栃ヶ洞谷 七宗町 継続

既設治山堰堤を
活用した施設配
置を行い撤去費
を削減

R3 R9 5

採択
年度

完了
予定
年度

事　業　概　要

全体事業量 実施済事業量 事業費縮減
費用対効
果分析

対応方針
（案）

特記事項

実施済み額 進捗率

事   業
実施率

社会経済情勢
等の変化及び
地元の意向

環境との調
和への配慮
事項

全体事業費

関連事業の進
捗状況

切土および
盛土法面に
緑化を推進
し、周辺環境
との調和を
図る

-

・全国的に局地
的集中豪雨によ
る被害が増加
・地元の事業促
進要望が強い

透過型砂防堰
堤を採用し、
渓流の連続性
を確保する

番号 事業名
路線・地区
・河川名等

実施箇所
（市町村名）

費用対効果分析：（　）は前回再評価時の投資効果率

政策との
位置付け

・八山系砂防総
合計画

・八山系砂防総
合計画
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令和７年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 

課名     砂防課          

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名  通常砂防事業 

 事 業 目 的 土石流等の土砂災害から下流の人家、耕地、公共施設等を守ること。

 採 択 基 準

砂防法第２条の規定による砂防指定地内において、１件あたり事業費が１億円

以上のもので、原則として、当該砂防工事によって被害が軽減される地域内におい

て、土砂災害危険箇所の公表等の警戒避難体制にかかわる措置がされているものの

うち次の要件に該当するもの。 

・今後の豪雨等により多量の土砂が流下するおそれのある渓流で、次のいずれかに

該当する効果のあるもの 

(ｱ) 公共施設（官庁、学校、病院、鉄道、道路、橋梁等のうち相当規模以上の

もの）及び市町村地域防災計画に位置付けられている避難場所及び重要鉱

工業施設の保護 

(ｲ) 市街地、集落（人家50戸以上の保護） 

(ｳ) 耕地（耕地面積30ha以上）の保護 

(ｴ)港湾又は河口の埋没（年間埋没10,000m3以上）の防止

 概      要

 (メニュー)
砂防えん堤、床固工、帯工、渓流保全工等

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》

Ｂ 

《

 ○人的被害軽減効果

 ・人身被害抑止効果（逸失利益）

 ・人命損傷に伴うもの（精神的損害額）

○人家被災軽減効果

・一般資産被害抑止効果（家屋、家屋用品、農漁家償却資産等）

・応急対策費用抑止効果（家計）

○公共土木施設被害軽減効果

・公共土木施設等被害

・応急対策費用抑止効果（国・地方公共団体）

○その他被害軽減効果

・一般資産被害抑止効果（事業所償却資産、事業所在庫資産、農作物）

・営業停止被害抑止効果（事業所、公共・公益サービス等）

・応急対策費用抑止効果（事業所）

そ項 

 の目 

 他 

費算 

用定 

》

Ｃ 

《

の 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは工事費、測量試験費、用地費、補償費等 

・維持管理費は施設の修繕等の費用 

・評価対象期間は事業完了後＋５０年とする 

・現在価値化に用いる割引率は４％（Ｂ及びＣ共通） 

費の 

用基 

便準 

益 

比 

費用便益比が１．０以上 
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令和７年度 再評価実施箇所（ 附図）
担当課〔 砂防課〕  

番 号 ６  
事 業 名 

( 路線･河川名等)
通常砂防事業（ 樫栃ヶ洞谷）  

事業実施

箇 所
加茂郡七宗町川並地内 事業主体 岐阜県 

採択年度 令和３年度 完了予定年度 令和９年度 

至 美濃加茂市 

至 白川町 

JR高山本線 
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令和7年度 再評価実施箇所（ 附図）
担当課〔 砂防課〕  

番 号 ７  
事 業 名 

( 路線･河川名等)
通常砂防事業（ 長見寺洞）  

事業実施

箇 所
瑞浪市山田町地内 事業主体 岐阜県 

採択年度 令和３年度 完了予定年度 令和１０年度 

再評価の実施基準 事業着手年度から一定期間を経過した時点で継続中の事業 

事業目的

長見寺洞は、岐阜県瑞浪市山田町地内に位置し、土砂災害警戒区域内に人家25戸や第２

次緊急輸送道路（ 主要地方道多治見恵那線） を含む渓流である。  

渓流内には不安定土砂が堆積しており、今後の豪雨により不安定土砂が流出し下流の保

全施設に甚大な被害を及ぼす恐れがある。砂防堰堤を整備し民生の安定を図る。  

事業概要

 砂防堰堤工（ 透過型）  Ｎ＝１基 

概要図

砂防堰堤工 Ｎ=１基
（透過型） 

主要地方道多治見恵那線

【第２次緊急輸送道路】

県道上山田寺河戸線 

至 恵那市

至 多治見市

長見寺洞 
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参考資料１

前回 今回

(基準年：-） (基準年：R7）

- R3～R9

- 3.4

- 0.1

0.0 3.5

- 2.5

- 0.7

- 0.4

- 1.2

0.0 4.8

- 1.3
※費用対効果分析に用いる事業費は、国のマニュアルに基づき社会的割引率を用いて、
現在価値に換算しているため、実際の事業費と異なる場合がある。

費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

■費用対効果分析結果の要因変化

■費用対効果分析の分析方法

・土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）

・今回、事業再評価を初めて実施。

　令和３年１月（令和６年４月　一部改定）　国土交通省 水管理・国土保安局 砂防部

効果
(億円)

人的被害軽減効果

人家被災軽減効果

公共土木施設被害軽減効果

その他被害軽減効果

合計（Ｂ）

区分 備考

費用
(億円)

事業費

維持管理費

合計（Ｃ）

事業期間

令和７年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業内容

砂防堰堤工（透過型）　Ｎ＝１基

■費用対効果分析結果

【砂防事業】　通常砂防事業（樫栃ヶ洞谷）

■事業名
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参考資料１

前回 今回

(基準年：-） (基準年：R7）

- R3～R10

- 5.3

- 0.2

0.0 5.5

- 16.7

- 8.0

- 2.4

- 2.7

0.0 29.8

- 5.4
※費用対効果分析に用いる事業費は、国のマニュアルに基づき社会的割引率を用いて、
現在価値に換算しているため、実際の事業費と異なる場合がある。

費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

■費用対効果分析結果の要因変化

■費用対効果分析の分析方法

・土石流対策事業の費用便益分析マニュアル（案）

・今回、事業再評価を初めて実施。

　令和３年１月（令和６年４月　一部改定）　国土交通省 水管理・国土保安局 砂防部

効果
(億円)

人的被害軽減効果

人家被災軽減効果

公共土木施設被害軽減効果

その他被害軽減効果

合計（Ｂ）

区分 備考

費用
(億円)

事業費

維持管理費

合計（Ｃ）

事業期間

令和７年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業内容

砂防堰堤工（透過型）　Ｎ＝１基

■費用対効果分析結果

【砂防事業】　通常砂防事業（長見寺洞）

■事業名
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